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を持つのであれば、加害者の謝罪は寛容の必須条件ではなくなる。研究 3では 99名、研究 4では 151
名、研究 5では 180名、研究 6では 110名の参加者に対し、理論仮説に基づいて条件統制した被害エ
ピソードを与えてこれに対する反応を分析した。例えば、研究 4では、過失の程度（無し、曖昧）と
観察者の無過失承認（承認、不承認）の 2要因で 4種類の被害エピソードを作り、参加者にランダム
に配布して被害者の立場で反応することを求めた。分析結果は、被害者が自分には過失がないと信じ
ているときに観察者から無過失承認を受けると寛容は促進されるが、過失があると思っている時には
そうした効果が生じないことを示した。研究 5では、観察者による無過失承認の有無と、それを加害
者の同席で行うかどうかを要因として被害エピソードを作り直し、これに対する参加者の寛容反応と
無過失承認動機を測定した。無過失承認は被害者の寛容を促進したが、加害者が不在の場合にのみこ
の効果は無過失承認動機の低減によって媒介されたことが確認された。一方、加害者の同席時には報
復動機の低減がこれを媒介した。 
研究 3から研究 6までの実験的研究を通して、論者は、観察者によって被害者の無過失承認動機を
和らげられて寛容が促されるのは、被害者自身が自己の無過失を信じており、加害者が同席しない状
況において観察者が無過失承認をする場合であることを明らかにしたが、同時に、加害者同席時には
報復動機が満たされることによって、また観察者が親密他者である場合には共感的配慮知覚が強めら
れて寛容が促されることなども示した。寛容促進の状況要因の実証的検討から得られたこれらの知見
は、観察者による無過失承認が被害者に対して客観的妥当性を与えるという道具的機能と被害者の情
緒を安定させるという情緒的支援機能があることを示唆している。 
社会的葛藤は紛争や暴力などの社会病理だけでなく、対人ストレスを生み出すことによって個人の
心身の健康を損なうものであり、その予防と改善は社会適応上重要な課題である。本論文は、こうし
た観点から特に重視すべき非対称的葛藤の解決にとって鍵となる寛容性の促進メカニズムを実証的
に明らかにしたものであり、その成果は学術面だけでなく社会的葛藤解決という実践面に対しても大
きく貢献するものと思われる。よって、本論文の提出者は博士（文学）の学位を授与されるに十分な
資格を持つものと判断される。 
 
